
JP 6065550 B2 2017.1.25

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外部装置の検知部に関する検知部情報と、前記検知部によって検知された検知信号とを
、前記外部装置から受信する通信部と、
　前記検知部情報から前記外部装置の前記検知部を把握して、把握した前記検知部の前記
検知信号に基づいて動作制御を行うとともに、把握した前記検知部のうち、前記検知信号
を受信しない前記検知部の機能を停止する信号を前記通信部に送信させる制御部と、を備
える、映像装置。
【請求項２】
　前記制御部は、複数の前記検知部に関する前記検知部情報から複数の前記検知部を把握
するとともに、把握した前記複数の検知部のうち、前記検知信号を受信しない前記検知部
の機能を停止する信号を前記通信部に送信させるように構成されている、請求項１に記載
の映像装置。
【請求項３】
　前記複数の検知部に関する前記検知部情報は、前記複数の検知部のリスト状の情報を含
む、請求項２に記載の映像装置。
【請求項４】
　前記制御部は、前記外部装置の姿勢を検知するための姿勢センサと、前記外部装置にお
いて通話を可能にするためのマイクロフォンと、前記外部装置において撮像するためのカ
メラとの少なくとも１つを含む前記検知部のうち、前記検知信号を受信しない前記検知部
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の機能を停止する信号を前記通信部に送信させるように構成されている、請求項１～３の
いずれか１項に記載の映像装置。
【請求項５】
　前記制御部は、前記映像装置への特定の制御動作に対応する動作制御を行う前記検知部
のうち、前記検知信号を受信しない前記検知部の機能を停止する信号を前記通信部に送信
させるように構成されている、請求項１～４のいずれか１項に記載の映像装置。
【請求項６】
　少なくとも１つの映像装置側検知部をさらに備え、
　前記制御部は、前記検知部情報と前記映像装置側検知部に関する映像装置側検知部情報
とを統合して統合検知部情報を作成して、作成した前記統合検知部情報から前記検知部お
よび前記映像装置側検知部を把握するとともに、把握した前記検知部の前記検知信号およ
び把握した前記映像装置側検知部によって検知された映像装置側検知信号に基づいて、前
記映像装置への特定の制御動作に対応する動作制御を行うように構成されている、請求項
１～５のいずれか１項に記載の映像装置。
【請求項７】
　前記制御部は、前記統合検知部情報から前記検知部情報に含まれる前記検知部の種別と
前記映像装置側検知部情報に含まれる前記映像装置側検知部の種別とが共通していると判
断した場合に、前記検知部の前記検知信号および前記映像装置側検知部の前記映像装置側
検知信号の双方に基づいて、前記映像装置への特定の制御動作に対応する動作制御を行う
ように構成されている、請求項６に記載の映像装置。
【請求項８】
　前記制御部は、前記統合検知部情報から前記検知部情報に含まれる前記検知部の種別と
前記映像装置側検知部情報に含まれる前記映像装置側検知部の種別とが共通していると判
断した場合に、前記検知部の前記検知信号および前記映像装置側検知部の前記映像装置側
検知信号のうち、ユーザにより選択されたいずれか一方に基づいて、前記映像装置への特
定の制御動作に対応する動作制御を行うように構成されている、請求項６に記載の映像装
置。
【請求項９】
　前記統合検知部情報を記録する記録部をさらに備え、
　前記制御部は、前記映像装置と前記外部装置との接続が解除された場合に、作成した前
記統合検知部情報を前記記録部から削除させずに保持させるように構成されている、請求
項６～８のいずれか１項に記載の映像装置。
【請求項１０】
　前記制御部は、前記検知部情報から前記検知部のうちの前記映像装置の制御に必要な複
数の検知部を認識するとともに、前記映像装置の制御に不要な前記検知部の前記検知信号
は前記通信部に送信させない旨の信号を前記通信部に送信させる制御を行うように構成さ
れている、請求項１～９のいずれか１項に記載の映像装置。
【請求項１１】
　前記制御部は、前記姿勢センサとしてのジャイロセンサと、前記マイクロフォンと、前
記カメラとの少なくとも１つを含む前記検知部のうち、前記検知信号を受信しない前記検
知部の機能を停止する信号を前記通信部に送信させるように構成されている、請求項４に
記載の映像装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、映像装置に関し、特に、外部装置によって操作可能な映像装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、リモコンなどの機器によって操作可能な映像機器の操作システムなどが知られて
いる（たとえば、特許文献１参照）。
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【０００３】
　上記特許文献１には、リモコンと、プロジェクタ本体（映像機器）とを備えるプロジェ
クタが開示されている。リモコンは、傾きを検知して傾き情報（端末側検知信号）を生成
する傾き情報生成部（端末側検知部）と、傾き情報に基づいて傾きに応じた操作内容を示
す操作情報を生成する操作情報生成部と、傾き情報および操作情報をプロジェクタ本体に
送信するための送信部とを含んでいる。また、プロジェクタ本体は、傾き情報に基づいて
画像のゆがみを補正する補正部と、操作情報に基づいて画像処理を行う画像生成部とを含
んでいる。また、このプロジェクタでは、リモコンがプロジェクタ本体に取り付けられて
いる場合には、リモコンが傾き情報をプロジェクタ本体に送信することによって、補正部
が傾き情報に基づいて画像のゆがみを補正するように構成されている。一方、リモコンが
プロジェクタ本体から取り外されている場合には、リモコンが傾き情報に基づいて生成さ
れた操作情報をプロジェクタ本体に送信することによって、画像生成部が操作情報に基づ
いて画像の拡大縮小などの画像処理を行うように構成されている。なお、特許文献１には
明記されていないが、リモコンはプロジェクタの専用の機器であると考えられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１０－１２８８７４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上記特許文献１に記載されたプロジェクタでは、専用のリモコン以外の
機器を使用することができないという問題点がある。
【０００６】
　この発明は、上記のような課題を解決するためになされたものであり、この発明の１つ
の目的は、専用のリモコン機器を用いることなく、検知部を有する外部装置の検知信号に
基づいて操作することが可能な映像装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　この発明の一の局面による映像装置は、外部装置の検知部に関する検知部情報と、検知
部によって検知された検知信号とを、外部装置から受信する通信部と、検知部情報から外
部装置の検知部を把握して、把握した検知部の検知信号に基づいて動作制御を行うととも
に、把握した検知部のうち、検知信号を受信しない検知部の機能を停止する信号を通信部
に送信させる制御部と、を備える。
【０００９】
　上記一の局面による映像装置において、好ましくは、制御部は、複数の検知部に関する
検知部情報から複数の検知部を把握するとともに、把握した複数の検知部のうち、検知信
号を受信しない検知部の機能を停止する信号を通信部に送信させるように構成されている
。
【００１０】
　この場合、好ましくは、複数の端末側検知部に関する端末側検知部情報は、複数の検知
部に関する検知部情報は、複数の検知部のリスト状の情報を含む。
【００１１】
　上記一の局面による映像装置において、好ましくは、制御部は、外部装置の姿勢を検知
するための姿勢センサと、外部装置において通話を可能にするためのマイクロフォンと、
外部装置において撮像するためのカメラとの少なくとも１つを含む検知部のうち、検知信
号を受信しない検知部の機能を停止する信号を通信部に送信させるように構成されている
。
【００１２】
　上記一の局面による映像装置において、好ましくは、制御部は、映像装置への特定の制
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御動作に対応する動作制御を行う検知部のうち、検知信号を受信しない検知部の機能を停
止する。
【００１４】
　上記一の局面による映像装置において、好ましくは、少なくとも１つの映像装置側検知
部をさらに備え、制御部は、検知部情報と映像装置側検知部に関する映像装置側検知部情
報とを統合して統合検知部情報を作成して、作成した統合検知部情報から検知部および映
像装置側検知部を把握するとともに、把握した検知部の検知信号および把握した映像装置
側検知部によって検知された映像装置側検知信号に基づいて、映像装置への特定の制御動
作に対応する動作制御を行うように構成されている。
【００１５】
　この場合、好ましくは、制御部は、統合検知部情報から検知部情報に含まれる検知部の
種別と映像装置側検知部情報に含まれる映像装置側検知部の種別とが共通していると判断
した場合に、検知部の検知信号および映像装置側検知部の映像装置側検知信号の双方に基
づいて、映像装置への特定の制御動作に対応する動作制御を行うように構成されている。
【００１６】
　上記統合検知部情報を作成する映像装置において、好ましくは、制御部は、統合検知部
情報から検知部情報に含まれる検知部の種別と映像装置側検知部情報に含まれる映像装置
側検知部の種別とが共通していると判断した場合に、検知部の検知信号および映像装置側
検知部の映像装置側検知信号のうち、ユーザにより選択されたいずれか一方に基づいて、
映像装置への特定の制御動作に対応する動作制御を行うように構成されている。
【００１７】
　上記統合検知部情報を作成する映像装置において、好ましくは、統合検知部情報を記録
する記録部をさらに備え、制御部は、映像装置と外部装置との接続が解除された場合に、
作成した統合検知部情報を記録部から削除させずに保持させるように構成されている。
【００１８】
　上記一の局面による映像装置において、好ましくは、制御部は、検知部情報から検知部
のうちの映像装置の制御に必要な複数の検知部を認識するとともに、映像装置の制御に不
要な検知部の検知信号は通信部に送信させない旨の信号を通信部に送信させる制御を行う
ように構成されている。
【００１９】
　上記制御部が姿勢センサを含む検知部の機能を停止させる信号を送信させる映像装置に
おいて、好ましくは、制御部は、姿勢センサとしてのジャイロセンサと、マイクロフォン
と、カメラとの少なくとも１つを含む検知部のうち、検知信号を受信しない検知部の機能
を停止する信号を通信部に送信させるように構成されている。

                                                                        
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、上記のように、専用のリモコン機器を用いることなく、端末側検知部
を有する携帯端末の端末側検知信号に基づいて映像機器を操作することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の第１実施形態による操作システムを示した全体図である。
【図２】本発明の第１実施形態による操作システムの制御構成を示したブロック図である
。
【図３】本発明の第１実施形態による操作システムのＳＴＢ側センサ部情報を示した図で
ある。
【図４】本発明の第１実施形態による操作システムの端末側センサ部情報を示した図であ
る。
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【図５】本発明の第１実施形態による操作システムの統合センサ部情報を示した図である
。
【図６】本発明の第１実施形態による操作システムにおいて、ＳＴＢと携帯端末との接続
時におけるＳＴＢの制御部および携帯端末の制御部の処理フローを示した図である。
【図７】本発明の第１実施形態による操作システムにおいて、ＳＴＢと携帯端末との接続
時のセンサ部情報の書き換え処理におけるＳＴＢの制御部の処理フローを示した図である
。
【図８】本発明の第１実施形態による操作システムにおいて、ＳＴＢの操作時におけるＳ
ＴＢの制御部および携帯端末の制御部の処理フローを示した図である。
【図９】本発明の第１実施形態による操作システムにおいて、ＳＴＢと携帯端末との切断
時のセンサ部情報の書き換え処理におけるＳＴＢの制御部の処理フローを示した図である
。
【図１０】本発明の第２実施形態による操作システムにおいて、ＳＴＢと携帯端末との接
続時のセンサ部情報の書き換え処理におけるＳＴＢの制御部の処理フローを示した図であ
る。
【図１１】本発明の第２実施形態による操作システムにおいて、接続時における書換選択
画面を示した図である。
【図１２】本発明の第２実施形態による操作システムにおいて、ＳＴＢと携帯端末との切
断時のセンサ部情報の書き換え処理におけるＳＴＢの制御部の処理フローを示した図であ
る。
【図１３】本発明の第２実施形態による操作システムにおいて、切断時における書換選択
画面を示した図である。
【図１４】本発明の第３実施形態による操作システムにおいて、ＳＴＢと携帯端末との接
続時のセンサ部情報の書き換え処理におけるＳＴＢの制御部の処理フローを示した図であ
る。
【図１５】本発明の第３実施形態による操作システムにおいて、接続時におけるセンサ部
選択画面を示した図である。
【図１６】本発明の第３実施形態による操作システムにおいて、ＳＴＢのカメラが選択さ
れた際の統合センサ部情報を示した図である。
【図１７】本発明の第３実施形態による操作システムにおいて、携帯端末のカメラが選択
された際の統合センサ部情報を示した図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、本発明の実施形態を図面に基づいて説明する。
【００２３】
　（第１実施形態）
　まず、図１～図５を参照して、本発明の第１実施形態による操作システム１００の構造
について説明する。なお、操作システム１００は、本発明の「映像機器の操作システム」
の一例である。
【００２４】
　本発明の第１実施形態による操作システム１００は、図１に示すように、ＳＴＢ（セッ
トトップボックス）１と、ＳＴＢ１を操作可能な機器操作アプリケーションを有する携帯
端末２とを備えている。ＳＴＢ１には、映像および音声を出力可能な表示装置３が接続さ
れている。また、ＳＴＢ１と表示装置３とは、屋内などに固定的に備え付けられている一
方、携帯端末２は、ユーザ４に把持された状態で持ち運びが可能に構成されている。また
、携帯端末２は、図示しないバッテリを有しており、ユーザ４に持ち運ばれた状態で駆動
可能に構成されている。なお、ＳＴＢ１は、本発明の「映像機器」の一例である。
【００２５】
　ＳＴＢ１は、図２に示すように、制御部１０と、チューナ部１１と、ＡＶ制御部１２と
、無線ＬＡＮ通信部１３と、操作部１４と、センサ部１５と、メモリ部１６とを備えてい
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る。なお、無線ＬＡＮ通信部１３、センサ部１５およびメモリ部１６は、それぞれ、本発
明の「機器側通信部」、「機器側検知部」および「記録部」の一例である。
【００２６】
　制御部１０は、ＣＰＵからなり、メモリ部１６に記録されたＯＳ（オペレーティングシ
ステム）やアプリケーションを実行することによりＳＴＢ１の動作制御を担う。チューナ
部１１は、テレビジョン放送、有線放送および衛星放送などを受信する機能を有している
。ＡＶ制御部１２は、テレビジョン放送などの映像および音声を表示装置３に送信する機
能を有している。
【００２７】
　なお、表示装置３（図１参照）には、レースゲームのゲーム画面３ａ（図１参照）が表
示されている。無線ＬＡＮ通信部１３は、無線ルータ５と無線接続可能に構成されている
。操作部１４は、タッチパネルや赤外線リモコンおよび赤外線受信部などの図示しないイ
ンターフェースを備えており、ユーザ４（図１参照）がＳＴＢ１を操作するために設けら
れている。
【００２８】
　センサ部１５は、所定の情報を検知して電気的な検知信号に変換する機能を有している
。なお、ＳＴＢ１は、センサ部１５として、ＳＴＢ１の周囲の光を検知（受光）して画像
信号に変換する撮像機能を有するカメラ１５ａを有している。なお、カメラ１５ａからの
画像信号は、本発明の「機器側検知信号」の一例である。
【００２９】
　メモリ部１６は、ＯＳなどが実行される際に用いられる制御上のパラメータを一時的に
保存する作業用メモリとして用いられる。また、メモリ部１６には、ＯＳおよび複数のア
プリケーションが格納されている。さらに、メモリ部１６には、ＳＴＢ側センサ部情報１
６ａか、または、統合センサ部情報１６ｂのいずれか一方がセンサ部情報として記録され
ている。なお、ＳＴＢ側センサ部情報１６ａおよび統合センサ部情報１６ｂは、それぞれ
、本発明の「機器側検知部情報」および「統合検知部情報」の一例である。
【００３０】
　携帯端末２は、図２に示すように、制御部２０と、３Ｇ通信部２１と、無線ＬＡＮ通信
部２２と、表示部２３と、タッチパネル２４と、スピーカ部２５と、センサ部２６と、メ
モリ部２７とを備えている。なお、無線ＬＡＮ通信部２２およびセンサ部２６は、それぞ
れ、本発明の「端末側通信部」および「端末側検知部」の一例である。
【００３１】
　制御部２０は、ＣＰＵからなり、メモリ部２７に記録されたＯＳやアプリケーションを
実行することにより携帯端末２の動作制御を担う。３Ｇ通信部２１は、３Ｇ回線を用いて
、他の携帯端末などとの通話が可能なように構成されている。無線ＬＡＮ通信部２２は、
無線ルータ５と無線接続可能に構成されている。表示部２３は、操作画面などの映像を表
示可能に構成されている。タッチパネル２４は、表示部２３上に配置されるとともに、表
示部２３に表示された操作画面に基づいてユーザ４（図１参照）により押下等が行われる
ことによって、携帯端末２がユーザ４に操作されるように構成されている。スピーカ部２
５は、通話の際などに音声を出力する機能を有している。
【００３２】
　また、携帯端末２は、センサ部２６として、携帯端末２の周囲の光を検知（受光）して
画像信号に変換する撮像機能を有するカメラ２６ａと、携帯端末２の姿勢を検知して傾き
信号に変換する機能を有するジャイロセンサ２６ｂと、携帯端末２の周辺の音を検知（録
音）して音信号に変換する機能を有するマイク２６ｃとを有している。つまり、携帯端末
２は、センサ部２６として、ＳＴＢ１のカメラ１５ａと種別が共通するカメラ２６ａを有
している。なお、カメラ２６ａは、本発明の「撮像部」の一例である、また、カメラ２６
ａからの画像信号、ジャイロセンサ２６ｂからの傾き信号およびマイク２６ｃからの音信
号は、本発明の「端末側検知信号」の一例である。
【００３３】
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　また、センサ部２６は、携帯端末２を単独で使用する場合の所定の機能を満たすために
設けられている。具体的には、携帯端末２は、カメラ２６ａからの画像信号に基づいて、
表示部２３に壁紙として撮像した画像を表示する機能などを有している。また、携帯端末
２は、ジャイロセンサ２６ｂからの傾き信号に基づいて、表示部２３に表示される画像の
上下方向と左右方向とを切り替える機能などを有している。また、携帯端末２は、マイク
２６ｃからの音信号に基づいて、３Ｇ通信部２１を介して通話を行う機能を有している。
【００３４】
　メモリ部２７は、ＯＳなどが実行される際に用いられる制御上のパラメータを一時的に
保存する作業用メモリとして用いられる。また、メモリ部２７には、ＯＳおよび複数のア
プリケーションと、機器操作アプリケーションと、端末側センサ部情報２７ａとが記憶さ
れている。この機器操作アプリケーションは、カメラ２６ａからの画像信号、ジャイロセ
ンサ２６ｂからの傾き信号およびマイク２６ｃからの音信号に基づいてＳＴＢ１を操作す
るためのアプリケーションである。なお、端末側センサ部情報２７ａは、本発明の「端末
側検知部情報」の一例である。
【００３５】
　また、ＳＴＢ１のメモリ部１６に記録されたＳＴＢ側センサ部情報１６ａには、図３に
示すように、ＳＴＢ１（図２参照）がカメラ１５ａ（図２参照）を有することが記録され
ている。また、携帯端末２のメモリ部２７に記録された端末側センサ部情報２７ａには、
図４に示すように、携帯端末２（図２参照）がカメラ２６ａ（図２参照）、ジャイロセン
サ２６ｂ（図２参照）およびマイク２６ｃ（図２参照）を有することがリスト状に記録さ
れている。そして、統合センサ部情報１６ｂには、図５に示すように、ＳＴＢ１のセンサ
部１５（図２参照）と携帯端末２のセンサ部２６（図２参照）とが統合されることによっ
て、ＳＴＢ１への操作で用いられることが可能なセンサ部として、カメラ、ジャイロセン
サおよびマイクを有することがリスト状に記録されている。
【００３６】
　また、図２に示すように、ＳＴＢ１の無線ＬＡＮ通信部１３と、携帯端末２の無線ＬＡ
Ｎ通信部２２とは、共に無線ルータ５のローカルエリアネットワーク（ＬＡＮ）内に含ま
れている。これにより、無線ＬＡＮ通信部１３と、携帯端末２の無線ＬＡＮ通信部２２と
は、信号および情報の送受信を行うことが可能に構成されている。つまり、無線ＬＡＮ通
信部２２は、端末側センサ部情報２７ａ、カメラ２６ａからの画像信号、ジャイロセンサ
２６ｂからの傾き信号およびマイク２６ｃからの音信号をＳＴＢ１に送信可能に構成され
ている。また、無線ＬＡＮ通信部１３は、端末側センサ部情報２７ａ、画像信号、傾き信
号および音信号を携帯端末２から受信可能に構成されている。
【００３７】
　また、無線ルータ５は、ワイドエリアネットワーク（ＷＡＮ）を介して、サーバ６と接
続されている。このサーバ６の記録部６ａには、機器操作アプリケーションや、センサ部
１５および２６を用いて操作されるアプリケーションなどが格納されている。そして、Ｓ
ＴＢ１は、サーバ６からアプリケーションを取得してメモリ部１６に記録するとともに、
取得したアプリケーションを実行可能に構成されている。また、携帯端末２は、サーバ６
から少なくとも機器操作アプリケーションなどを取得してメモリ部２７に記録するととも
に、取得した機器操作アプリケーションなどを実行可能に構成されている。なお、機器操
作アプリケーションなどのアプリケーションは、ＳＴＢ１のメモリ部１６または携帯端末
２のメモリ部２７に予め記録されていてもよい。
【００３８】
　ここで、第１実施形態では、携帯端末２において機器操作アプリケーションが実行され
ることに基づいて、ＳＴＢ１の制御部１０が、端末側センサ部情報２７ａから携帯端末２
のセンサ部２６として、カメラ２６ａ、ジャイロセンサ２６ｂおよびマイク２６ｃを携帯
端末２が有していることを把握する。そして、制御部１０は、携帯端末２のセンサ部２６
を流用することにより、把握したカメラ２６ａからの画像信号、把握したジャイロセンサ
２６ｂからの傾き信号および把握したマイク２６ｃからの音信号に基づいて、ＳＴＢ１で
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実行されるアプリケーションへの所定の操作に対応する動作制御を行うように構成されて
いる。これにより、ＳＴＢ１にカメラ、ジャイロセンサおよびマイクを設けることなく、
携帯端末２のセンサ部２６を流用して、ＳＴＢ１にカメラ、ジャイロセンサおよびマイク
の各機能を補うことが可能に構成されている。なお、具体的な制御処理に関しては後述す
る。
【００３９】
　次に、図２～図７を参照して、ＳＴＢ１と携帯端末２との接続時におけるＳＴＢ１の制
御処理フローおよび携帯端末２の制御処理フローについて説明する。
【００４０】
　まず、ＳＴＢ１（図２参照）では、ＯＳまたはアプリケーションが実行されている。ま
た、ＳＴＢ１のメモリ部１６（図２参照）には、ＳＴＢ側センサ部情報１６ａ（図３参照
）が記録されている一方、統合センサ部情報１６ｂ（図５参照）は記録されていない。こ
の状態から、図６に示すように、ステップＳ１において、携帯端末２（図２参照）の制御
部２０（図２参照）により、携帯端末２において機器操作アプリケーションが起動された
か否かが判断されるとともに、機器操作アプリケーションが起動されたと判断されるまで
この判断が繰り返される。
【００４１】
　機器操作アプリケーションが起動されたと判断された場合には、ステップＳ２において
、制御部２０により、無線ルータ５（図２参照）のローカルエリアネットワーク（ＬＡＮ
）内に含まれる通信可能な機器を探索するための探索信号が無線ＬＡＮ通信部２２（図２
参照）からＳＴＢ１に対して送信される。
【００４２】
　また、ＳＴＢ１側におけるステップＳ１１において、ＳＴＢ１の制御部１０（図２参照
）により、探索信号を受信したか否かが判断されるとともに、探索信号を受信したと判断
されるまでこの判断が繰り返される。探索信号を受信したと判断された場合には、ステッ
プＳ１２において、制御部１０により、探索信号に対応する応答信号が携帯端末２に対し
て無線ＬＡＮ通信部１３（図２参照）から送信される。
【００４３】
　そして、携帯端末２側におけるステップＳ３では、制御部２０により、ＳＴＢ１からの
応答信号を受信したか否かが判断されるとともに、応答信号を受信したと判断されるまで
この判断が繰り返される。応答信号を受信していないと判断された場合には、制御部２０
により、機器操作アプリケーションにおいて操作可能な機器がないと判断されて、接続時
における携帯端末２の制御処理フローが終了される。
【００４４】
　また、ステップＳ３において、応答信号を受信したと判断された場合には、携帯端末２
側におけるステップＳ４において、制御部２０により、ＳＴＢ１と携帯端末２との接続状
態が確立したと判断されて、メモリ部２７（図２参照）の端末側センサ部情報２７ａ（図
４参照）がＳＴＢ１に対して送信される。これにより、接続時における携帯端末２の制御
処理フローが終了される。
【００４５】
　また、ＳＴＢ１側のステップＳ１３では、制御部１０により、端末側センサ部情報２７
ａを携帯端末２から受信したか否かが判断されるとともに、端末側センサ部情報２７ａを
受信したと判断されるまでこの判断が繰り返される。端末側センサ部情報２７ａを受信し
たと判断された場合には、ステップＳ１４に移行する。ステップＳ１４では、制御部１０
により、図７に示す接続時におけるセンサ部情報の書き換え処理が行われる。
【００４６】
　このステップＳ１４におけるセンサ部情報の書き換え処理では、図７に示すように、ま
ず、ステップＳ２１において、制御部１０により、携帯端末２から受信した端末側センサ
部情報２７ａと、メモリ部１６のＳＴＢ側センサ部情報１６ａとが統合されて、統合セン
サ部情報１６ｂ（図５参照）が作成される。具体的には、端末側センサ部情報２７ａから
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、携帯端末２がカメラ２６ａ、ジャイロセンサ２６ｂおよびマイク２６ｃを有する旨が把
握されるとともに、ＳＴＢ側センサ部情報１６ａから、ＳＴＢ１がカメラ１５ａを有する
旨が把握される。そして、ＳＴＢ１のセンサ部１５と携帯端末２のセンサ部２６とが統合
されて、ＳＴＢ１への操作で用いられることが可能なセンサ部として、カメラ、ジャイロ
センサおよびマイクを有する旨が記録された統合センサ部情報１６ｂが作成される。
【００４７】
　その後、ステップＳ２２において、制御部１０により、作成された統合センサ部情報１
６ｂがメモリ部１６に記録される。そして、接続時におけるセンサ部情報の書き換え処理
（ステップＳ１４）が終了されて、接続時におけるＳＴＢ１の制御処理フロー（図６参照
）が終了される。
【００４８】
　次に、図１～図３、図５、図８および図９を参照して、操作時におけるＳＴＢ１の制御
処理フローおよび携帯端末２の制御処理フローについて説明する。
【００４９】
　まず、図８に示すように、ステップＳ３１において、ＳＴＢ１（図２参照）の制御部１
０（図２参照）により、現在ＳＴＢ１において実行されているＯＳまたはアプリケーショ
ンにおいて使用されるセンサ部が何であるかが統合センサ部情報１６ｂ（図５参照）に基
づいて把握される。そして、把握されたセンサ部に関する使用センサ部情報が携帯端末２
（図２参照）に送信される。なお、ＳＴＢ１のカメラ１５ａ（図２参照）が使用される場
合には、カメラ１５ａが有効に設定されて、ＳＴＢ１の周囲の光が検知されて画像信号が
取得可能な状態になる。
【００５０】
　ここで、カメラ、ジャイロセンサおよびマイクのいずれも使用されない場合には、携帯
端末２のセンサ部２６（カメラ２６ａ、ジャイロセンサ２６ｂおよびマイク２６ｃ、図２
参照）のいずれも使用しない旨の使用センサ部情報が携帯端末２に送信される。また、使
用されないセンサ部２６に対しては、制御部１０により、センサ部２６の動作を無効にす
る旨の命令信号も使用センサ部情報に含めた形で送信される。
【００５１】
　また、携帯端末２側のステップＳ４１では、携帯端末２の制御部２０（図２参照）によ
り、使用センサ部情報を受信したか否かが判断される。使用センサ部情報を受信していな
いと判断された場合には、ステップＳ４５に進む。使用センサ部情報を受信したと判断さ
れた場合には、ステップＳ４２において、制御部２０により、使用センサ部情報に基づい
て、使用されるセンサ部２６の動作が有効に設定されるとともに、ステップＳ４３におい
て、有効に設定されたセンサ部２６についてメモリ部２７（図２参照）に記録される。
【００５２】
　これにより、有効に設定されたセンサ部２６から端末側検知信号が取得可能な状態にな
る。つまり、カメラ２６ａの使用が有効になった場合には、携帯端末２の周囲の光が検知
されて画像信号が取得可能な状態になる。なお、カメラ２６ａの使用が有効になった場合
には、ＳＴＢ１のカメラ１５ａも同時に有効にされる。また、ジャイロセンサ２６ｂの使
用が有効になった場合には、携帯端末２の傾きが検知されて傾き信号が取得可能な状態に
なる。また、マイク２６ｃの使用が有効になった場合には、携帯端末２の周辺の音が検知
（録音）されて音信号が取得可能な状態になる。
【００５３】
　一方、ステップＳ４４では、制御部２０により、使用センサ部情報に基づいて、使用さ
れないセンサ部２６の動作が無効に設定されて停止される。これにより、無効と設定され
たセンサ部２６からは端末側検知信号が取得されない。
【００５４】
　そして、ステップＳ４５では、制御部２０により、有効に設定されたセンサ部２６から
端末側検知信号（画像信号、傾き信号または音信号）を受け付けたか否かが判断される。
端末側検知信号を受け付けていないと判断された場合には、ステップＳ４７に進む。端末
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側検知信号を受け付けたと判断された場合には、ステップＳ４６において、制御部２０に
より、端末側検知信号が、ＳＴＢ１における何らかの操作に対応する操作情報に変換され
ずにそのままＳＴＢ１に送信される。なお、無効と設定されたセンサ部２６からは端末側
検知信号が取得されないので、制御部２０により、無効と設定されたセンサ部２６からの
端末側検知信号はＳＴＢ１に送信されない。
【００５５】
　また、ＳＴＢ１側のステップＳ３２では、制御部１０により、携帯端末２からの端末側
検知信号を受信したか、または、ＳＴＢ１のカメラ１５ａからの画像信号が受け付けられ
たか否かが判断される。端末側検知信号またはカメラ１５ａからの画像信号（検知信号）
が受け付けられていないと判断された場合には、ステップＳ３３において、制御部１０に
より、操作部１４（図２参照）においてユーザ４（図１参照）からの操作を受け付けたか
否かが判断される。操作部１４において操作を受け付けていないと判断された場合には、
ステップＳ３５に進む。
【００５６】
　また、ステップＳ３２において、検知信号が受け付けられたと判断された場合、または
、ステップＳ３３において、操作部１４において操作を受け付けたと判断された場合には
、ステップＳ３４において、制御部１０により、有効に設定されたセンサ部２６からの端
末側検知信号、有効に設定されたカメラ１５ａからの画像信号、および、操作部１４にお
ける操作に基づいて、ＯＳまたはアプリケーションが操作される。この結果、ＳＴＢ１の
制御部１０により、端末側検知信号および画像信号に基づいて、ＳＴＢ１において、ＯＳ
またはアプリケーションに対応する動作制御が行われる。
【００５７】
　たとえば、ＳＴＢ１において、ジャイロセンサ２６ｂが使用されるレースゲームのアプ
リケーションが実行されている場合には、使用センサ部情報に基づいて携帯端末２のジャ
イロセンサ２６ｂが有効に設定され、ジャイロセンサ２６ｂによって検知された傾き信号
が携帯端末２からＳＴＢ１にそのまま送信される。そして、制御部１０により、傾き信号
に基づいて、レースゲームのアプリケーションにおいてＳＴＢ１への所定の操作に対応す
る動作制御が行われる。具体的には、図１に示すように、表示装置３のゲーム画面３ａ内
に表示された車の画像が、携帯端末２の傾きに対応して方向転換するように表示される。
これにより、ジャイロセンサを有しないＳＴＢ１だけでは実行できないレースゲームのア
プリケーションを、携帯端末２のジャイロセンサ２６ｂを流用することによって実行する
ことが可能になる。
【００５８】
　また、たとえば、ＳＴＢ１において、カメラ１５ａおよび２６ａが使用されるアプリケ
ーションが実行されている場合には、使用センサ部情報に基づいてＳＴＢ１のカメラ１５
ａと携帯端末２のカメラ２６ａとが共に有効に設定される。そして、カメラ１５ａからの
画像信号が受け付けられるとともに、カメラ２６ａからの画像信号が携帯端末２からその
ままＳＴＢ１に送信される。その後、制御部１０により、カメラ１５ａからの画像信号お
よびカメラ２６ａからの画像信号に基づいて、アプリケーションにおいてＳＴＢ１への所
定の操作に対応する動作制御が行われる。
【００５９】
　そして、ステップＳ３５において、制御部１０により、ＳＴＢ１において実行されるＯ
Ｓまたはアプリケーションが別のＯＳまたはアプリケーションに変更されたか否かが判断
される。別のＯＳまたはアプリケーションに変更されていないと判断された場合には、ス
テップＳ３７に進む。
【００６０】
　また、別のＯＳまたはアプリケーションに変更されたと判断された場合には、ステップ
Ｓ３６において、制御部１０により、変更されたＯＳまたはアプリケーションにおいて使
用されるセンサ部が統合センサ部情報１６ｂに基づいて新たに把握される。そして、新た
に把握されたセンサ部に関する使用センサ部情報が再度携帯端末２に送信される。これに
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より、新たに把握されたセンサ部に関する使用センサ部情報に基づいて、携帯端末２の制
御部２０によって、使用されるセンサ部２６の動作が有効に設定されて駆動される一方、
使用されないセンサ部２６の動作が無効に設定されて停止される。そしてステップＳ３７
に進む。
【００６１】
　また、携帯端末２側のステップＳ４７において、制御部２０により、携帯端末２におい
て機器操作アプリケーションが終了されたか否かが判断される。機器操作アプリケーショ
ンは終了されていないと判断された場合には、ステップＳ４１に戻る。機器操作アプリケ
ーションが終了されたと判断された場合には、ステップＳ４７において、制御部２０によ
り、ＳＴＢ１と携帯端末２との接続状態を切断（解除）することを通知するための切断信
号がＳＴＢ１に送信される。これにより、操作時における携帯端末２の制御処理フローが
終了される。
【００６２】
　また、ＳＴＢ１側のステップＳ３７において、制御部１０により、切断信号を携帯端末
２から受信したか否かが判断される。切断信号を受信していないと判断された場合には、
ステップＳ３２に戻る。切断信号を受信したと判断された場合には、ステップＳ３８に移
行する。ステップＳ３８では、制御部１０により、図９に示す接続解除（切断）時におけ
るセンサ部情報の書き換え処理が行われる。
【００６３】
　このステップＳ３８におけるセンサ部情報の書き換え処理では、図９に示すように、ま
ず、ステップＳ５１において、制御部１０により、作成された統合センサ部情報１６ｂか
らＳＴＢ側センサ部情報１６ａ（図３参照）に戻される。つまり、ＳＴＢ１への操作で用
いられることが可能なセンサ部として、カメラ、ジャイロセンサおよびマイクを有する旨
の統合センサ部情報１６ｂから、カメラを有する旨のＳＴＢセンサ部情報に戻される。そ
の後、ステップＳ５２において、制御部１０により、ＳＴＢセンサ部情報がメモリ部１６
に記録される。これにより、切断時におけるセンサ部情報の書き換え処理（ステップＳ３
８）が終了されて、操作時におけるＳＴＢ１の制御処理フロー（図８参照）が終了される
。
【００６４】
　第１実施形態では、上記のように、ＳＴＢ１の制御部１０により、端末側センサ部情報
２７ａとＳＴＢ側センサ部情報１６ａとから統合センサ部情報１６ｂが作成されて、携帯
端末２のセンサ部２６とＳＴＢ１のセンサ部１５とが把握されるとともに、有効に設定さ
れたセンサ部２６からの端末側検知信号、有効に設定されたカメラ１５ａからの画像信号
、および、操作部１４における操作に基づいて、ＳＴＢ１で実行されているＯＳまたはア
プリケーションに対応する動作制御が行われる。このように構成することによって、携帯
端末２におけるセンサ部２６の端末側検知信号をＳＴＢ１の制御部１０によって予め把握
しておくことができるので、制御部１０に携帯端末２から送信される端末側検知信号の内
容を正しく認識させて、ＳＴＢ１への所定の操作に対応する動作制御を行わせることがで
きる。これにより、専用のリモコン機器を用いることなく、センサ部２６を有する携帯端
末２の端末側検知信号に基づいてＳＴＢ１を操作することができる。また、ＳＴＢ１の制
御部１０により、携帯端末２のセンサ部２６のみならずＳＴＢ１のカメラ１５ａも把握さ
れるので、携帯端末２のセンサ部２６だけが把握される場合よりも、端末側検知信号のみ
ならず画像信号も含めたより多くの検知信号に基づく動作制御をＳＴＢ１に行わせること
ができる。
【００６５】
　また、第１実施形態では、上記のように、携帯端末２の制御部２０により、有効に設定
されたセンサ部２６（カメラ２６ａ、ジャイロセンサ２６ｂおよびマイク２６ｃ）からの
端末側検知信号（画像信号、傾き信号または音信号）がＳＴＢ１に送信され、ＳＴＢ１の
制御部１０により、携帯端末２からの端末側検知信号が用いられて、ＯＳまたはアプリケ
ーションが操作される。このように構成することによって、単独でも使用可能な携帯端末
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２に対して、カメラ２６ａ、ジャイロセンサ２６ｂおよびマイク２６ｃを用いてＳＴＢ１
への所定の操作を行う機能を付加することができるので、カメラ２６ａ、ジャイロセンサ
２６ｂおよびマイク２６ｃを用いるＳＴＢ１の操作システムを一般的（汎用的）な携帯端
末２を用いて容易に構築することができる。
【００６６】
　また、第１実施形態では、上記のように、有効に設定されたセンサ部２６からの端末側
検知信号はＳＴＢ１に送信される一方、無効と設定されたセンサ部２６からの端末側検知
信号はＳＴＢ１に送信されないように携帯端末２の制御部２０に判断させるための使用セ
ンサ部情報が、ＳＴＢ１の制御部１０により携帯端末２に送信される。このように構成す
ることによって、ＳＴＢ１の操作に必要な端末側検知信号だけが携帯端末２からＳＴＢ１
に送信されるので、携帯端末２とＳＴＢ１との間の通信量が増大することを抑制すること
ができる。
【００６７】
　また、第１実施形態では、上記のように、制御部１０により、無効と設定されたセンサ
部２６の動作を無効にする旨の命令信号が使用センサ部情報に含めた形で送信されること
によって、ＳＴＢ１の操作に不要なセンサ部２６が無効にされるので、不要なセンサ部２
６の動作を停止させることができる。これにより、バッテリにより駆動されるために消費
電力の増大が大きな問題となる携帯端末２において、消費電力が増大することを抑制する
ことができる。
【００６８】
　また、第１実施形態では、上記のように、端末側センサ部情報２７ａに、携帯端末２が
カメラ２６ａ、ジャイロセンサ２６ｂおよびマイク２６ｃを有することがリスト状に記録
されていることによって、複数のセンサ部２６のリスト状の情報を含む端末側センサ部情
報２７ａに基づいて、容易に、ＳＴＢ１の制御部１０にセンサ部２６を予め把握させるこ
とができる。
【００６９】
　また、第１実施形態では、上記のように、ＳＴＢ１において、カメラ１５ａおよび２６
ａが使用されるアプリケーションが実行されている場合には、使用センサ部情報に基づい
てＳＴＢ１のカメラ１５ａと携帯端末２のカメラ２６ａとが共に有効に設定され、カメラ
１５ａから画像信号が受け付けられるとともに、カメラ２６ａによって検知された画像信
号が携帯端末２からそのままＳＴＢ１に送信される。そして、制御部１０により、カメラ
１５ａからの画像信号およびカメラ２６ａからの画像信号に基づいて、アプリケーション
においてＳＴＢ１への所定の操作に対応する動作制御が行われる。このように構成するこ
とによって、携帯端末２およびＳＴＢ１の双方を用いてユーザ４にＳＴＢ１への所定の操
作を行わせることができるので、ユーザ４に携帯端末２およびＳＴＢ１のうち、操作が容
易な機器を用いてＳＴＢ１への所定の操作を行わせることができる。これにより、操作シ
ステム１００の利便性を向上させることができる。
【００７０】
　また、第１実施形態では、上記のように、制御部２０により、端末側検知信号が、ＳＴ
Ｂ１における何らかの操作に対応する操作情報に変換されずにそのままＳＴＢ１に送信さ
れることによって、端末側検知信号に対応するＳＴＢ１での操作内容を携帯端末２におい
て把握させる必要がないので、機器操作アプリケーションのデータ容量を小さくすること
ができるとともに、制御部２０における制御負担を軽減することができる。
【００７１】
　また、第１実施形態では、携帯端末２にジャイロセンサ２６ｂおよびマイク２６ｃを設
ける一方、ＳＴＢ１にジャイロセンサおよびマイクを設けないことによって、ユーザ４に
ＳＴＢ１のジャイロセンサまたはマイクを使用させるために、ＳＴＢ１の設置場所がユー
ザ４の近傍などに制限されてしまうことを抑制することができる。さらに、ＳＴＢ１にジ
ャイロセンサおよびマイクが設けられないので、ＳＴＢ１が大型化することを抑制するこ
とができる。
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【００７２】
　（第２実施形態）
　次に、図１～図６、図８および図１０～図１３を参照して、本発明の第２実施形態につ
いて説明する。この第２実施形態では、上記第１実施形態とは異なり、ＳＴＢ１のセンサ
部情報の書き換えを行うか否かをユーザ４に選択させる場合について説明する。なお、第
２実施形態では、ステップＳ１４ａにおける接続時のセンサ部情報の書き換え処理、およ
び、ステップＳ３８ａにおける接続解除（切断）時のセンサ部情報の書き換え処理以外は
、上記第１実施形態と同様であるので、その説明を省略する。
【００７３】
　まず、図１～図６、図１０および図１１を参照して、本発明の第２実施形態における接
続時におけるセンサ部情報の書き換え処理について説明する。
【００７４】
　第２実施形態において、ステップＳ１４ａにおけるセンサ部情報の書き換え処理（図６
参照）では、図１０に示すように、まず、ステップＳ６１において、ＳＴＢ１（図２参照
）の制御部１０（図２参照）により、携帯端末２（図２参照）から受信した端末側センサ
部情報２７ａ（図４参照）とメモリ部１６（図２参照）のＳＴＢ側センサ部情報１６ａ（
図３参照）とを統合するか否かをユーザ４（図１参照）に選択させるための書換選択画面
３ｂ（図１１参照）が表示装置３（図１１参照）に表示される。この書換選択画面３ｂに
は、図１１に示すように、携帯端末２のセンサ部２６（図２参照）を有効にするか否かを
問うメッセージと、「はい」と記載された選択部分１０３ｂと、「いいえ」と記載された
選択部分２０３ｂとが表示されている。そして、書換選択画面３ｂでは、ユーザ４が操作
部１４（図２参照）を操作することによって、選択部分１０３ｂおよび選択部分２０３ｂ
のいずれか一方が選択される。
【００７５】
　そして、図１０に示すように、ステップＳ６２において、制御部１０により、選択部分
１０３ｂ（図１１参照）が選択されたことにより書き換えが選択されたか否かが判断され
る。書き換えが選択されたと判断された場合には、上記第１実施形態におけるステップＳ
２１およびステップＳ２２と同一の制御処理が、それぞれ、ステップＳ６３およびステッ
プＳ６４において行われる。つまり、制御部１０により、ステップＳ６３において、統合
センサ部情報１６ｂ（図５参照）が作成されて、ステップＳ６４において、作成された統
合センサ部情報１６ｂがメモリ部１６に記録される。これにより、接続時におけるセンサ
部情報の書き換え処理（ステップＳ１４ａ）が終了されて、接続時におけるＳＴＢ１の制
御処理フローが終了される。
【００７６】
　この結果、ＳＴＢ１の制御部１０により、ユーザ４により書き換えが選択された場合に
、端末側センサ部情報２７ａとＳＴＢ側センサ部情報１６ａとから統合センサ部情報１６
ｂが作成されて、携帯端末２のセンサ部２６とＳＴＢ１のカメラ１５ａとが把握される。
そして、ＳＴＢ１の制御部１０により、有効に設定されたセンサ部２６からの端末側検知
信号、有効に設定されたカメラ１５ａからの画像信号、および、操作部１４における操作
に基づいて、ＳＴＢ１において、ＯＳまたはアプリケーションに対応する動作制御が行わ
れる。
【００７７】
　また、ステップＳ６２において、選択部分２０３ｂ（図１１参照）が選択されたことに
より書き換えが選択されなかったと判断された場合には、ステップＳ６５において、制御
部１０により、統合センサ部情報１６ｂが作成されずにＳＴＢ側センサ部情報１６ａが保
持される。これにより、接続時におけるセンサ部情報の書き換え処理が終了されて、接続
時におけるＳＴＢ１の制御処理フローが終了される。
【００７８】
　次に、図１～図６、図８および図１１～図１３を参照して、本発明の第２実施形態にお
ける切断時におけるセンサ部情報の書き換え処理について説明する。
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【００７９】
　第２実施形態において、ステップＳ３８ａにおけるセンサ部情報の書き換え処理（図８
参照）では、図１２に示すように、まず、ステップＳ７１において、ＳＴＢ１（図２参照
）の制御部１０（図２参照）により、接続時におけるセンサ部情報の書き換え処理（図１
１参照）において、統合センサ部情報１６ｂ（図５参照）が作成されて、メモリ部１６（
図２参照）に記録されているか否かが判断される。統合センサ部情報１６ｂが作成されて
いない（メモリ部１６にＳＴＢ側センサ部情報１６ａ（図３参照）が記録されている）と
判断された場合には、統合センサ部情報１６ｂを削除する制御処理を行う必要がないので
、切断時におけるセンサ部情報の書き換え処理が終了されて、操作時におけるＳＴＢ１の
制御処理フローが終了される。
【００８０】
　一方、統合センサ部情報１６ｂが作成されていると判断された場合には、ステップＳ７
２において、制御部１０により、図１３に示すように、統合センサ部情報１６ｂからＳＴ
Ｂ側センサ部情報１６ａに戻すか否かをユーザ４（図１参照）に選択させるための書換選
択画面３ｃが表示装置３に表示される。この書換選択画面３ｃには、統合センサ部情報１
６ｂからＳＴＢ側センサ部情報１６ａに戻すか否かを問うメッセージと、「はい」と記載
された選択部分１０３ｃと、「いいえ」と記載された選択部分２０３ｃとが表示されてい
る。そして、書換選択画面３ｃでは、ユーザ４が操作部１４（図２参照）を操作すること
によって、選択部分１０３ｃおよび選択部分２０３ｃのいずれか一方が選択される。
【００８１】
　そして、図１２に示すように、ステップＳ７３において、制御部１０により、選択部分
１０３ｃ（図１３参照）が選択されたことにより書き換えが選択されたか否かが判断され
る。書き換えが選択されたと判断された場合には、上記第１実施形態におけるステップＳ
５１およびステップＳ５２と同一の制御処理が、それぞれ、ステップＳ７４およびステッ
プＳ７５において行われる。つまり、制御部１０により、ステップＳ７４において、統合
センサ部情報１６ｂからＳＴＢ側センサ部情報１６ａに戻されて、ステップＳ７５におい
て、ＳＴＢセンサ部情報１６ａがメモリ部１６に記録される。これにより、切断時におけ
るセンサ部情報の書き換え処理（ステップＳ３８ａ）が終了されて、操作時におけるＳＴ
Ｂ１の制御処理フローが終了される。
【００８２】
　また、ステップＳ７３において、選択部分２０３ｃ（図１３参照）が選択されたことに
より書き換えが選択されなかったと判断された場合には、ステップＳ７６において、制御
部１０により、統合センサ部情報１６ｂがメモリ部１６から削除されずに保持される。こ
れにより、対応するセンサ部を有しない機器がアプリケーションを取得することをサーバ
６が許可しないように構成されている場合で、かつ、ＳＴＢ１と携帯端末２とが接続され
ていない状態であっても、ＳＴＢ１のセンサ部１５では操作不可能なアプリケーションを
、携帯端末２のセンサ部２６を有することが記録された統合センサ部情報１６ｂに基づい
て、サーバ６から取得する（ダウンロードする）ことが可能になる。その後、切断時にお
けるセンサ部情報の書き換え処理が終了されて、操作時におけるＳＴＢ１の制御処理フロ
ーが終了される。
【００８３】
　第２実施形態では、上記のように、ユーザ４により書き換えが選択された場合に、ＳＴ
Ｂ１の制御部１０により、統合センサ部情報１６ｂが作成されるとともに、有効に設定さ
れたセンサ部２６からの端末側検知信号などに基づいて、ＯＳまたはアプリケーションに
対応する動作制御が行われる。このように構成することによって、専用のリモコン機器を
用いることなく、センサ部２６を有する携帯端末２の端末側検知信号に基づいてＳＴＢ１
を操作することができる。
【００８４】
　また、第２実施形態では、上記のように、書き換えが選択されなかった場合には、制御
部１０により、統合センサ部情報１６ｂがメモリ部１６から削除されずに保持されること
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によって、ＳＴＢ１と携帯端末２とが再度接続された際に、統合センサ部情報１６ｂを新
たに作成し直す必要がないので、より迅速に操作システム１００の運用を開始させること
ができる。
【００８５】
　また、第２実施形態では、上記のように、制御部１０により、統合センサ部情報１６ｂ
がメモリ部１６から削除されずに保持されることによって、ＳＴＢ１のセンサ部１５では
操作不可能なアプリケーションを、携帯端末２のセンサ部２６を有することが記録された
統合センサ部情報１６ｂに基づいて、サーバ６から取得することができる。なお、第２実
施形態のその他の効果は、上記第１実施形態と同様である。
【００８６】
　（第３実施形態）
　次に、図１～図４，図６および図１４～図１７を参照して、本発明の第３実施形態につ
いて説明する。この第３実施形態では、上記第１実施形態とは異なり、ＳＴＢ１のセンサ
部１５と携帯端末２のセンサ部２６とが共通する場合に、有効にするセンサ部をユーザ４
に選択させる場合について説明する。なお、第３実施形態では、ステップＳ１４ｂにおけ
る接続時のセンサ部情報の書き換え処理以外は、第１実施形態と同様であるので、その説
明を省略する。
【００８７】
　第３実施形態において、ステップＳ１４ｂにおけるセンサ部情報の書き換え処理（図６
参照）では、図１４に示すように、まず、ステップＳ８１において、ＳＴＢ１（図２参照
）の制御部１０（図２参照）により、携帯端末２（図２参照）から受信した端末側センサ
部情報２７ａ（図４参照）から、カメラ２６ａ、ジャイロセンサ２６ｂおよびマイク２６
ｃのうちの１つのセンサ部２６（図２参照）の情報が取得される。そして、ステップＳ８
２において、制御部１０により、情報を取得した携帯端末２のセンサ部２６と、ＳＴＢ１
のセンサ部１５（カメラ１５ａ）とが共通しているか否かが判断される。
【００８８】
　携帯端末２のセンサ部２６とＳＴＢ１のカメラ１５ａとが共通していると判断された場
合（センサ部２６がカメラ２６ａであった場合）には、ステップＳ８３において、制御部
１０により、図１５に示すように、ＳＴＢ１のカメラ１５ａと携帯端末２のカメラ２６ａ
とのうち、いずれのカメラを使用するについてユーザ４（図１参照）に選択させるための
センサ部選択画面３ｄが表示装置３に表示される。このセンサ部選択画面３ｄには、ＳＴ
Ｂ１のカメラ１５ａと携帯端末２のカメラ２６ａとのうち、いずれのカメラを使用するか
否かを問うメッセージと、「ＳＴＢ」と記載された選択部分１０３ｄと、「携帯端末」と
記載された選択部分２０３ｄとが表示されている。そして、センサ部選択画面３ｄでは、
ユーザ４が操作部１４（図２参照）を操作することによって、選択部分１０３ｄおよび選
択部分２０３ｄのいずれか一方が選択される。
【００８９】
　そして、図１４に示すように、ステップＳ８４において、制御部１０により、ユーザ４
により、ＳＴＢ１のカメラ１５ａと携帯端末２のカメラ２６ａとのうち、ＳＴＢ１のカメ
ラ１５ａを使用すると選択されたか否かが判断される。選択部分１０３ｄ（図１５参照）
が選択されたことによりＳＴＢ１のカメラ１５ａが選択されたと判断された場合には、ス
テップＳ８５において、制御部１０により、ＳＴＢ１のカメラ１５ａを使用するように設
定される。
【００９０】
　一方、ステップＳ８２において、携帯端末２のセンサ部２６とＳＴＢ１のカメラ１５ａ
とが共通していないと判断された場合（センサ部２６がジャイロセンサ２６ｂまたはマイ
ク２６ｃであった場合）、および、ステップＳ８４において、選択部分２０３ｄ（図１５
参照）が選択されたことにより携帯端末２のカメラ２６ａを使用すると選択された場合に
は、ステップＳ８６において、制御部１０により、携帯端末２のカメラ２６ａを使用する
ように設定される。
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【００９１】
　そして、ステップＳ８７において、制御部１０により、設定内容がメモリ部１６（図２
参照）に記録される。その後、ステップＳ８８において、制御部１０により、ＳＴＢ１の
カメラ１５ａと共通するか否かについて携帯端末２のセンサ部２６の全てで確認されたか
否かが判断される。携帯端末２のセンサ部２６の全てで確認されていないと判断された場
合には、ステップＳ８１に戻り、別のセンサ部２６で確認が行われる。
【００９２】
　携帯端末２のセンサ部２６の全てで確認されたと判断された場合には、制御部１０によ
り、ステップＳ８９において、メモリ部１６に記録された設定内容とＳＴＢ側センサ部情
報１６ａ（図３参照）とに基づき、統合センサ部情報２１６ｂ（図１６参照）または統合
センサ部情報３１６ｂ（図１７参照）が作成される。その後、ステップＳ９０において、
作成された統合センサ部情報２１６ｂまたは３１６ｂがメモリ部１６に記録される。そし
て、接続時におけるセンサ部情報の書き換え処理（ステップＳ１４ｂ）が終了されて、接
続時におけるＳＴＢ１の制御処理フローが終了される。
【００９３】
　これにより、ＳＴＢ１のカメラ１５ａが選択されたと判断された場合には、図１６に示
すように、ＳＴＢ１のカメラ１５ａと、携帯端末２のジャイロセンサ２６ｂまたはマイク
２６ｃとを使用する一方、携帯端末２のカメラ２６ａは使用しないように統合センサ部情
報２１６ｂが作成される。また、携帯端末２のカメラ２６ａが選択されたと判断された場
合には、図１７に示すように、携帯端末２のカメラ２６ａ、ジャイロセンサ２６ｂまたは
マイク２６ｃを使用する一方、ＳＴＢ１のカメラ１５ａは使用しないように統合センサ部
情報３１６ｂが作成される。
【００９４】
　この結果、ＳＴＢ１の制御部１０により、端末側センサ部情報２７ａとユーザ４の選択
とから統合センサ部情報２１６ｂまたは３１６ｂが作成されて、携帯端末２のセンサ部２
６とＳＴＢ１のセンサ部１５とが把握される。そして、ＳＴＢ１の制御部１０により、有
効に設定されたセンサ部２６からの端末側検知信号、有効に設定されたカメラ１５ａから
の画像信号、および、操作部１４における操作に基づいて、ＳＴＢ１において、ＯＳまた
はアプリケーションに対応する動作制御が行われる。
【００９５】
　第３実施形態では、上記のように、ＳＴＢ１の制御部１０により、端末側センサ部情報
２７ａとＳＴＢ側センサ部情報１６ａとユーザ４の選択とから統合センサ部情報１６ｂが
作成されるとともに、有効に設定されたセンサ部２６からの端末側検知信号などに基づい
て、ＯＳまたはアプリケーションに対応する動作制御が行われる。このように構成するこ
とによって、専用のリモコン機器を用いることなく、センサ部２６を有する携帯端末２の
端末側検知信号に基づいてＳＴＢ１を操作することができる。
【００９６】
　また、第３実施形態では、上記のように、携帯端末２のカメラ２６ａと、ＳＴＢ１のカ
メラ１５ａとが共通していると判断された場合には、制御部１０により、ＳＴＢ１のカメ
ラ１５ａと、携帯端末２のカメラ２６ａとのうち、いずれのカメラを使用するについてユ
ーザ４に選択させるように構成する。このように構成することによって、ユーザ４に選択
されないセンサ部の検知信号は用いられないので、ユーザ４に選択されていないセンサ部
からの検知信号が出力されることを抑制することができる。これにより、ユーザ４の意図
しない操作がＳＴＢ１において行われることを回避することができる。なお、第３実施形
態のその他の効果は、上記第１実施形態と同様である。
【００９７】
　なお、今回開示された実施形態は、すべての点で例示であって制限的なものではないと
考えられるべきである。本発明の範囲は、上記した実施形態の説明ではなく特許請求の範
囲によって示され、さらに特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべての変更が
含まれる。
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【００９８】
　たとえば、上記第１～第３実施形態では、ＳＴＢ１が１つのセンサ部１５（カメラ１５
ａ）を備えるとともに、携帯端末２が３つのセンサ部２６（カメラ２６ａ、ジャイロセン
サ２６ｂおよびマイク２６ｃ）を備える例について示したが、本発明はこれに限られない
。本発明では、ＳＴＢが備えるセンサ部の数は２つ以上でもよいし、携帯端末が備えるセ
ンサ部の数は１つ、２つ、または、４つ以上でもよい。さらに、ＳＴＢはセンサ部を備え
ていなくてもよい。
【００９９】
　また、上記第１～第３実施形態では、ＳＴＢ１のセンサ部１５と携帯端末２のセンサ部
２６とが共にカメラ１５ａおよび２６ａで種別が共通する例について示したが、本発明は
これに限られない。本発明では、ＳＴＢのセンサ部の種別と携帯端末のセンサ部の種別と
は共通していなくてもよい。これにより、ユーザが操作していない側のセンサ部において
検知されることに起因して、ユーザの意図しない操作がＳＴＢにおいて行われることを抑
制することが可能である。また、ＳＴＢのセンサ部の種別と携帯端末のセンサ部の種別と
が２種以上共通してもよいし、カメラ以外のセンサ部の種別が共通していてもよい。
【０１００】
　また、上記第１～第３実施形態では、携帯端末２がセンサ部２６としてのカメラ２６ａ
、ジャイロセンサ２６ｂおよびマイク２６ｃを備える例について示したが、本発明はこれ
に限られない。たとえば、タッチパネル、照度センサ、温度センサ、ＧＰＣ（Ｇｌｏｂａ
ｌ　Ｐｏｓｉｔｉｏｎｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ）またはＲＦＩＤ（Ｒａｄｉｏ　Ｆｒｅｑｕ
ｅｎｃｙ　ＩＤｅｎｔｉｆｉｃａｔｉｏｎ）タグなどのセンサ部が、ＳＴＢまたは携帯端
末に備えられていてもよい。
【０１０１】
　また、上記第２実施形態では、接続時および接続解除（切断）時の双方において、ＳＴ
Ｂ１のセンサ部情報の書き換えを行うか否かをユーザ４に選択させる例について示したが
、本発明はこれに限られない。本発明では、接続時および切断時のいずれか一方において
のみ、ＳＴＢのセンサ部情報の書き換えを行うか否かをユーザに選択させてもよい。
【０１０２】
　また、上記第１～第３実施形態では、ＳＴＢ１と携帯端末２とが無線ルータ５を介して
無線接続される例について示したが、本発明はこれに限られない。本発明では、ＳＴＢと
携帯端末とが無線接続以外の方法で接続されていてもよい。たとえば、ＳＴＢと携帯端末
とが有線接続されていてもよい。
【０１０３】
　また、上記第１～第３実施形態では、携帯端末２が３Ｇ通信部２１を備える例について
示したが、本発明はこれに限られない。本発明では、携帯端末が３Ｇ通信部以外の通信部
を備えていてもよい。
【０１０４】
　また、上記第１～第３実施形態では、説明の便宜上、ＳＴＢ１の制御部１０の処理およ
び携帯端末２の制御部２０の処理を制御処理フローに沿って順番に処理を行うフロー駆動
型のフローチャートを用いて説明したが、本発明はこれに限られない。本発明では、ＳＴ
Ｂの制御部の処理および携帯端末の制御部の処理動作を、イベント単位で処理を実行する
イベント駆動型（イベントドリブン型）の処理により行ってもよい。この場合、完全なイ
ベント駆動型で行ってもよいし、イベント駆動およびフロー駆動を組み合わせて行っても
よい。
【符号の説明】
【０１０５】
　１　ＳＴＢ（映像機器）
　２　携帯端末
　４　ユーザ
　１０　制御部
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　１３　無線ＬＡＮ通信部（機器側通信部）
　１５　センサ部（機器側検知部）
　１６　メモリ部（記録部）
　１６ａ　ＳＴＢ側センサ部情報（機器側検知部情報）
　１６ｂ、２１６ｂ、３１６ｂ　統合センサ部情報（統合検知部情報）
　２２　無線ＬＡＮ通信部（端末側通信部）
　２６　センサ部（端末側検知部）
　２６ａ　カメラ（撮像部）
　２６ｂ　ジャイロセンサ
　２６ｃ　マイク
　２７ａ　端末側センサ部情報（端末側検知部情報）
　１００　操作システム（映像機器の操作システム）
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